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我が国における女性医師の現状
－諸外国との比較を踏まえて－

米本　倉基

Graduate  School  of  Policy  and  Management,  Doshisha  University

あらまし

　本研究の目的は、医療分野において注目され
ている女性医師の増加に関して、その現状を国
内外の統計データ、および先行論文をレビュー
することで明らかにし、女性医師の就業支援が、
今後のわが国の医療政策の重要な視点の一つと
なることを論じることである。レビューの統計
データは、主に厚生労働省、および OECDヘ
ルスデータを、論文は国内を CiNiiに、海外は
Pub Med Centralを中心として収集した。その
結果、わが国において、女性医師の占める割合
は、諸外国に比べていまだ低いことが確認され
たが、その割合は近年急激に増加しており、そ
の対応策の遅れが、わが国の医療現場の疲弊に
いっそう拍車をかけることになる懸念が示され
た。
　現状における政策の問題点をあげれば、女性
医師は、眼科や皮膚科などの特定の専門診療科
へ集中する傾向や、結婚や出産後における離職
と復職へのハードル、特にパート勤務や診療所
開業医への転出する割合は男性医師よりも高
く、病院経営に大きく影響している。にもかか
わらず、その対策としての女性医師のキャリア

支援や柔軟な勤務スタイルの整備など、勤務医
のワーク・ライフ・バランス支援策が遅れ、こ
れによって、わが国全体の勤務医不足に影響を
与えている現状が明らかとなった。一方、すで
に女性医師の割合が、わが国よりはるかに高く、
その対策も進んでいる諸外国においても、前述
した女性医師の特徴的な傾向を認めることがで
きるが、その政策には見習うべき点が多く、今
後の「研究上の視点」とした。

１．はじめに

　日本の医師全体に占める女性医師の割合は、
1959年の 9.3％から 1980年の 10.0％と、21年
間でわずか0.7ポイントの増加しかなかったが、
1990年から 2008年の 18年間には、11.5％か
ら 18.1％と、6.6ポイントの増加となり、その
割合を急伸させている。特に、29歳以下の若
年層においては、1959年から 2008年までの 50
年間に 9.6％から 36.2％まで増加し、女性医師
がその世代医師の３分の１以上を占めるまでに
達し（表１）、厚生労働省に提出された医師の
需給に関する検討会資料（長谷川，2006）［1］

表１　日本の年齢階層別女性医師割合（単位：％）

29歳以下 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳 70歳以上 総数
1959年 9.6 10.4 12.3 7.6 3.3 1.9 9.3

1980年 12.7 9.2 7.6 10.3 12.8 8.6 10.0

1990年 19.4 11.1 9.5 7.8 10.5 13.1 11.5

2004年 35.3 22.5 13.6 10.2 8.2 11.3 16.5

2008年 36.2 26.8 16.4 11.2 9.4 10.1 18.1

出所：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」
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では、2050年の女性医師の割合は、全医師の
50％に達すると予測されている。このように
著しい増加率を示す日本の女性医師数である
が、国際的には、医師全体に占める女性医師の
割合が最も低い国のひとつに位置づけられる。
OECDの 2007年データによると、主要国のイ
ギリス、フランス、ドイツとも女性医師の全医
師に占める割合は約 40％で、比較的女性医師
の割合が低いとされるアメリカにおいてもその
割合は 30％と、日本の 17％との差は顕著であ
る。また、次世代の医学を担う医学部学生に占
める女性の割合も、2003年において、イギリス、
フランスで過半数を上回り、アメリカにおいて
も 45.2％というように、今後も、しばらくは女

性医師の増加傾向が続くと考えられる（表２）。
この女性医師の割合の高さは、これら主要先進
国だけの傾向ではない。2007年における女性
医師の割合が最も高い５カ国は、スロバキア
57％、フィンランド 56％、ポーランド 56％、チェ
コ 53％、ハンガリー 53％の北欧や東欧旧共産
圏を中心とする国々で、対して、最も低い５カ
国は、日本 17％、トルコ 21％、ルクセンブル
グ 25％、アイスランド 29％、アメリア 30％で
あり、特に、日本の女性医師の割合は突出して
低く、わが国の女性医師数は、諸外国からみれ
ば、いわば発展途上の状態で、今後、この女
性医師増加に対する政策研究が課題となってい
る。（表３・４）。

アメリア イギリス フランス ドイツ 日本
医師数（2003／人口 1000人当たり） 2.3 2.2 3.4 3.4 2.0 ＊１
女性医師割合（2004／対全医師数） 28.1 37.1 37.7 37.6 16.4

同上（2007／対全医師数） 30 41 39 40 17

医学部学生女性割合（2003／対全医学部生数） 45.2 56.0 59.0 不明 32.9 ＊２

表２　欧米４カ国と日本の女性医師割合の比較（単位：％）

出所
・OECD Healt Data 2007および 2009
・Depatment of Health. Statistical bulletin 2004
・BMA Board of Medical Education. The demography of medical schools: a discussion document. London: BMA, 2004.
＊１）アメリカ、日本は 2002年データ、＊２）フランスは初年時入学者数

スロバキア フィンランド ポーランド チェコ ハンガリー
1990年 － 49 54 51 48

2007年 57 56 56 53 53

表３　女性医師の割合が最も高い５カ国（単位：%）

出所：OECD Health Data 2009

日本 トルコ ルクセンブルグ アイスランド アメリカ
1990年 11 － 10 17 20

2007年 17 21 25 29 30

表４　女性医師の割合が最も低い 5 カ国（単位：%）

出所：OECD Health Data 2009

注） 表３･４に示すランキングは OECD Health Data2009に示される国の順位であって、全ての国のデータに基づくものではない。とい
うのも、別の内閣府資料では、2004年時点で１位ラトビア 52.7％、２位リトアニア 47%、３位ポルトガル 46.6％、４位ブルガリア
45.5％、５位エストニア 43.3％で、特にポーランド 38.1％、フィンランド 29.1％、チェコ 26.8％、ハンガリー 33.0％等となっており、
両者の間でデータが大きく異なる。本論では、内閣府資料の出所が不明なので OECDデータを採用した。
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　そこで本研究は、医療分野において注目され
ている女性医師の増加に関して、その現状を国
内外の統計データ、および先行論文をレビュー
することで明らかにし、女性医師の就業支援が、
今後のわが国の医療政策の重要な視点の一つと
なることを論じることを目的とする。具体的に
は、第２章でレビューの方法からはじまり、第
３章の１節で、わが国の女性医師の現状を、勤
務場所と診療科、勤務形態、職務ストレス、賃
金、結婚・出産・育児の面からのレビューを示
し、続いて第２節で海外における現状を同じく
先行論文に基づきレビューした後、第４章でそ
れらの比較等の考察によって女性医師の就業支
援等の研究上の視点について述べる。そして最
後に第５章として今後の研究を展望する。

２．レビューの方法

　女性医師の現状を把握するためのデータ、お
よび文献は、以下によって収集した。

2. 1　統計データ

　統計データは、日本の厚生労働省、および
OECDの統計データに、各学会の調査等を補足
として加えて、特に女性医師の人数割合、勤務
場所と専門選択、職場環境、処遇（山崎，2007）［2］
をキーワードとしてレビューを行った。尚、デー
タはできる限り直近ものを求めたが、比較する
データ年によっては同年、または類似年のデー
タを直近データよりも優先し用いた。

2. 2　国内文献

　国内における文献検索方法として、国立情報
学研究所（NII：National institute of infomatics）
が運営する学術文献のデータベースである
CiNii （Citation Information by NII）において、「女
性医師」をキーワード入力し検索した。その結
果 360件の論文がリストアップされ、うち本研
究目的に関連性のない論文を除いてレビューを
行った。尚、論文検索日は 2011年７月 10日で
あった。

3. 3　海外文献

　海外における文献検索方法として、NLM（米
国国立医学図書館）などが主催するライフサイ
エンス分野のフリーアクセス電子ジャーナルの
データベースである PubMed Central（PMC）に
おいて、「Women physician」をキーワード入力
し検索した。その結果 1,159件の論文がリスト
アップされ、うち本研究に関係のある論文の
中から 2000年以降に発表された 69件に、女
性医師政策で最も著名な書籍の一つとされる
「WOMEN IN MEDICINE」（Boman, Frank&Allen, 
日本語翻訳書名「女性医師としての生き方」片
山みゆき訳，2006）にある引用文献の中から、
2000年以降の発表で、本研究に関連する論文
11件を加えた計 80件の論文をレビューした。
尚、論文検索日は 2011年７月 10日であった。

３．レビュー結果

3. 1　わが国の現状

3. 1. 1　女性医師の勤務場所と診療科

　2006年における日本の女性医師の医療機関
別の勤務場所は、30-39歳の若年層で、その８
割を病院勤務が占めるが、40-49歳になると診
療所と病院の勤務医数はほぼ同数に、そして
50-59歳になると診療所勤務医が６割と逆転し、
60-69歳ではさらに割合を増して 73.2％の女性
医師が診療所勤務となり、多くの女性医師が、
40歳前後を節目として病院から診療所へ勤務
先をシフトさせている。さらに、診療所に勤務
する 30-39歳の医師の割合を男性医師と女性医
師で比較すると、1996年では、男性医師 7.4％
に対して女性医師 16.8％（9.4ポイント女性医
師が多い）、2006年においては男性 5.5％に対
して女性医師 17.3％（11.8ポイント女性医師が
多い）と、両調査年ともに、他の世代に比べて
30-39歳の比較的若い年齢で、女性医師は、男
性医師よりも診療所勤務の割合が高い（表５）。
また、この 30-39歳の診療所勤務医に占める割
合に注目して、1994年から 2008年の 15年間の
推移を男女別にみると、一貫して女性診療所勤
務医は、男性診療所勤務医よりこの世代で割合
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を高くしており、女性医師にとって男性医師よ
りも早期に開業医へ転出するキャリア・コース
は、わが国の女性医師の最も一般的なものとし

て定着している（図１）。この理由として、日
本の診療所勤務医の多くが自営開業医であり、
かつ、身分として家庭医制度が確立されていな

【1996年】
勤務場所 29歳以下 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳 70歳以上 総数

女性 病院 7156 7854 2917 898 509 460 19794

診療所 113 1800 2771 1475 2134 2442 10735

男性 病院 19753 51346 32834 11867 8007 4598 128405

診療所 278 5307 17676 12390 18482 17230 71363

うち男女別診療所医師数に占める各世代の割合（世代別男女別診療所医師数 /男女別診療所医師総数：％）
女性 1.1％ 16.8％ 25.8％ 13.7％ 19.9％ 22.7％ 100.0％
男性 0.4％ 7.4％ 24.8％ 17.4％ 25.9％ 24.1％ 100.0％
ポイント差 0.7 9.4 1.0 -3.7 -6.0 -1.4 －

【2006年】
女性 病院 9189 13106 5263 1938 557 424 30477

診療所 106 2555 4501 3557 1522 2504 14745

男性 病院 16506 44546 39300 23341 8275 5882 137850

診療所 195 4395 18637 25083 12914 19244 80468

うち男女別診療所医師数に占める各世代の割合　（世代別男女別診療所医師数 /男女別診療所医師総数：％）
女性 0.7％ 17.3％ 30.5％ 24.1％ 10.3％ 17.0％ 100.0％
男性 0.2％ 5.5％ 23.2％ 31.2％ 16.0％ 23.9％ 100.0％
ポイント差 0.5 11.8 7.4 -7.1 -5.7 -6.9 －

表５　医師の年齢世代別勤務場所　男女別・病院 - 診療所別（単位：人）

出所：厚生労働省平成 18年「医師・歯科医師・薬剤師調査」図 1 各年の診療所勤務医数全体に占める 30‐39 歳世代の割合推移（男・女別） 
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図１　各年の診療所勤務医数全体に占める 30-39 歳世代の割合推移（男・女別）
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いため、所属する医局の人事ローテーションか
ら離れれば、場所と時期、専門科にかかわらず、
自由に診療所を開設できる他の先進諸国にな
い我が国の特徴的な制度（猪飼，2000）［3］の
影響があり、統計的にも、川村（2008）による
1998年と 2004年のコホート調査［4］や、耳
鼻科における女性医師の卒後 10～ 19年の開業
調査（工藤他，2010）［5］の結果によって、男
性医師よりも女性医師の早期開業が確認され、
女性医師にとって、子育てと両立しながら比較
的高収入が得られる開業医は（米本，2010）［6］、
病院勤務医より魅力的と考えられる。
　また、女性医師の専門診療科の選択傾向に
も、男性医師と比べ特徴的な傾向がみられる。
2006年、全女性医師のうちの 23.2％が内科を
専門として選択していたが、一方で男性医師
も 27.5％が内科医であるため、内科医のみに
占める女性医師の割合は相対的に低い。しか

し、女性医師に人気の高い小児科（全女性医師
に占める割合 10.1％）、眼科（全女性医師に占
める割合 10.1％）、皮膚科（全女性医師に占め
る割合 6.8％）の診療科については、男性医師
が、それらの専門を選択する割合が比較的少な
いため、各診療科別に限って、科内に占める女
性医師の割合でみると、相対的に内科に比べ上
昇し、皮膚科で 39.1％、眼科医で 37.0％、小児
科で 31.2％と、その割合が高くなる。さらに、
近年の若年層での女性医師割合の増加が、この
偏重に拍車をかけ、34歳以下の医師に限れば、
皮膚科医の 61.0％、眼科医の 44.6％、小児科医
の 44.6％、産科においては 67.9％の高率で女性
医師となり、その一方で女性医師に人気の低い
外科は深刻な医師不足の状態に陥る事態となっ
ている（表６）（表７）。吉田（2010）は、医師
の診療科選択倍率を用いて、男性医師よりも女
性医師は皮膚科や眼科を３倍以上の確率で選択

１位 ２位 ３位 ４位 ５位 ６位
内科 小児科 眼科 皮膚科 精神科 産婦人科

女性医師 23.2 10.1 10.1 6.8 5.1 4.8

（男性医師） （27.5） （4.6） （3.6） （2.2） （4.7） （3.4）

７位 ８位 ９位 10位 11位 12位
麻酔科 耳鼻咽喉科 消化器科 外科 放射線科 循環器科

女性医師 4.1 3.7 2.5 2.1 2.1 2.0

（男性医師） （2.0） （3.3） （4.4） （9.4） （1.8） （3.9）

表６　女性医師全体を 100 とした場合の主たる科別女性医師割合（単位：％）
－女性医師の専門分布－

出所：厚生労働省平成 18年「医師・歯科医師・薬剤師調査」

１位 ２位 ３位 ４位 ５位 ６位
皮膚科 眼科 小児科 麻酔科 婦人科 産科

総数 39.1 37.0 31.2 29.7 26.4 26.1

（34歳以下） 61.0 44.6 44.6 48.1 57.4 67.9

７位 ８位 ９位 10位 11位 12位
産婦人科 形成外科 アレルギー 神経内科 心療内科 放射線科

総数 22.8 22.0 20.1 19.6 19.3 19.2

（34歳以下） 58.4 35.6 45.5 32.3 41.6 33.7

表７　同一診療科目医師数を 100 とした場合の女性医師が占める割合　（単位：％）
－診療科目別の男女比－

出所：厚生労働省平成 18年「医師・歯科医師・薬剤師調査」
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し、一方で外科は男性医師の５分の１しか選択
していないことを統計データから明らかにし、
この女性医師の外科関連科目の敬遠は、今後の
女性医師の増加を考えれば、手術を担う外科医
の供給政策に深刻な影響を及ぼすとしている
［7］。Koike他（2009）も、日本の将来の診療
科目別の医師数を統計的に推計したうえで、何
らかの対策がなければ外科など診療科目によっ
ては医師の不足がますます著しくなると、日本
の逼迫した現状を世界に発信している［8］。し
かし、この外科系診療科を女性医師が敬遠する
理由として、手術などの体力的な問題や、不規
則な勤務時間だけをその理由とすると、同じ勤
務が不規則で、体力を要する産婦人科、小児科
を選択する女性医師が多いこと（長瀬，2007）［9］
と矛盾し、例えば、男性医療というイメージが
強い泌尿器科医に占める女性医師の割合はわず
か４％に過ぎないことに象徴されるように、従
来、女性医師が少なかった診療科が、女性医師
が増加して労働環境が変化していることへの意
識改革が遅れ、女性医師の勤務ニーズに十分に
応えきれていないことがその理由とも考えられ
（中川、高橋，2010）［10］、女性医師の専門選
択の理由が、勤務時間の長短だけではなく、家
庭や子育てを両立しながら勤務を続けられる総
合的な職場環境にある（大越，2010）［11］こ
とが推察される。それを裏付けるように、長谷
川他（2009）による、女性研修医が外科に魅力
を感じているにもかかわらず、労働環境が悪い
ことを理由に外科志望を断念している［12］と

の報告もあり、この女性医師の専門科の偏りは，
上司や女性医師本人の伝統的な性役割観による
ものというよりは、わが国の医療制度、教育シ
ステム、診療体制によって引き起こされている
側面が強く、その改善が求められている（中村，
2010）［13］。

3. 1. 2　女性医師の勤務形態

　厚生労働省による病院常勤勤務医の週当りの
平均勤務時間の男女差を比較した調査（2006
年）によると（表８）、女性医師の労働時間
は、男性医師を１とした場合、30-34歳で 0.90、
35-39 歳で 0.88 と短い。また、29 歳以下と
35-39歳の労働時間の年齢世代別増減の比較で
は、男性医師の場合、週当り 29歳以下の 77.3
時間から、35-39歳の 69.7時間と、この２つ
の世代間で加齢とともに 7.6時間の減少してい
るのに対して、女性医師の場合では、29歳以
下の 73.1時間から、35-39歳での 61.3時間と、
２つの世代間で加齢とともに 11.8時間の減少
と、男性医師より女性医師の 35-39歳での減少
幅が大きい。これによれば、30歳代の病院勤
務医のマンパワーは、この世代で労働時間の男
女差が大きいことから、医師の数が同数の場合、
女性医師の割合が多い診療科ほど低くなるので
はと推察される。また、表８で示す労働時間は、
病院常勤勤務医のみのデータで、パート勤務の
病院勤務医や、勤務時間が短く女性医師が 30‐
49歳で多いとされる診療所勤務医を考慮に加

29歳以下 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45-49歳 50-54歳 55-59歳 60-64歳
男性医師 77.3 71.2 69.7 68.6 64.9 63.8 60.4 55.6

女性医師 73.1 64.2 61.3 59.6 58.5 60.2 56.6 43.8

対男性比 0.95 0.90 0.88 0.87 0.90 0.94 0.94 0.79

表８　病院常勤勤務医の１週間当たりの平均勤務時間男女比較（単位：時間）

出所：厚生労働省「平成 18年医師需給に係る医師の勤務状況調査」

25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45-49歳 50-54歳 55-59歳
一般男性 95.0 96.8 97.1 97.3 97.2 95.8 94.0

一般女性 69.7 56.7 61.5 69.5 71.8 67.9 58.7

女性医師 94.2 85.0 84.0 89.0 93.0 92.0 91.0

表９　年齢別就業率　一般男女と女性医師の比較（単位：％）

出所：厚生労働省平成 16年「労働力調査」及び日本女医会資料
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えると（表５）、女性医師全体の 35歳以降の労
働時間の男女差は、さらに広がる可能性がある。
　さらに、この女性医師の勤務形態を就業率
でみると、一般女性の就業率が 30-34歳におい
て 56.7％であるのに比べて、女性医師の就業率
は 85.0％と、女性医師はプロフェッショナルな
職業として、極めて高い就業率水準にある（表
９）。但し、女性医師の世代間の就業率の推移は、
25-29歳において 94.2％であった値が、30‐34
歳で 85.0％、35‐39歳では 84.0％まで落ち込み、
その後、回復傾向を示して 40‐44歳に 89.0％、
45-49歳には 93.0％まで戻す、全体として緩や
かな U字カーブを示す。しかし、この女性医
師の就業率の回復は、この年齢世代の多くの女
性医師が、病院勤務から診療所勤務へシフトし
ている傾向（表５）から、再度病院に復職する
というよりは、自営開業医として復職している
可能性が高い［1］。この自営開業医としての復
職傾向の理由として、女性医師は、その職業が
高度なプロフェッションであるがゆえに、日進
月歩の医療技術を必要とする病院勤務医として
復職するための技能回復のハードルが他の職業
より極めて高く、復職支援制度が未整備な現状
では、個人の努力だけでは容易に復職が難しい
状況に置かれていことが考えられる。これを裏
付けるように、長谷川（2006）の勤務先別の医
師経験年数別就業率の男女比較の報告データに
よると、出産適齢期後の開業が女性医師の復職
の受け皿となって、診療所における女性医師の
就業率は男性医師よりも高率となり、結果とし
て、病院女性勤務医の就業率の曲線は回復しな
いままなだらかに落ちている［1］。
　この女性医師の離職と復職の現状は、先行論
文においても調査結果が報告されている。日本
小児科学会の調査（2004）では、女性小児科医
の 47％が離職の経験があり、うち既婚の女性
小児科医の非常勤雇用の割合は、男性小児科医
よりも高いと報告され［14］、この離職経験は、
一般女性医師を対象とした他の２つの別々の調
査でも、55％（泉他，2008）［15］の割合、或
いは 46％（片岡他，2009）［16］の割合と高い
値を示している。また、離職理由としては、妊
娠、出産、育児が上位に（泉，2008）［15］、続
いて夫の転勤があげられ（片岡他，2009）［16］、
さらに、この離職した女性医師の 33％が復職

しておらず（泉他，2008）［15］、復職したとし
ても出産後は非常勤勤務や短時間勤務などの勤
務形態を望んでいる割合が多い（小泉，2008）
［17］。また、親族の援助なしには仕事と育児、
家事の両立は難しい親頼みの状況で（金本他，
2009）［18］、このような先輩医師の現状を観て
か、後に続く多くの女性医師は、専門医を取得
するための臨床経験を積み重ねる期間中にでき
るだけ結婚、妊娠し、産休中の時間を利用して
専門医を取得、出産後はパート勤務や非常勤と
してキャリアを重ねた後、子供の手がかから
なくなってから常勤として復帰するキャリア・
コースを描いている（野田他，2011）［19］。
　この離職と復職の割合傾向を、就労率として
統計的に算出し、各世代の就業率の総和である
生涯における医師の労働力として男女別に比較
した研究によれば、女性医師の労働力は男性の
約 80％とされ（金村他，2007）［20］、この復
職率をいかに向上させるかが、今後の大きな課
題となる。これに対して、森下（2008）は、自
ら勤務医から開業医へ転職した経験から、病院
には、個別的、かつ柔軟な勤務体制の許容が必
要とし［21］、また、北川他（2009）は、外科
女性医師の離職防止には、時短勤務などの特例
措置が［22］、また、川瀬他（2011）は、女性
外科医へのカンファレンスの時間帯の配慮な
ど、従来の慣例を見直す必要があるとしている
［23］。さらに、子育て支援策として、児玉他
（2010）は、一層の学童保育の充実をあげ［24］、
冨澤他（2011）は、学術集会時の学会託児所設
置のさらなる整備を求めている［25］。また、
この問題の解決には、文化的・社会的全体の背
景からくる性別役割分担のあり方も含めた検討
を加えることを忘れてならない（野崎，2005）
［26］との指摘もある。

3.1.3　女性医師の職務ストレス

　女性医師のストレス面では、そのインディ
ケータの一つとして職業別自殺率があるが、男
性の場合、2000年で一般男性 0.037、男性医師
0.030、2002年で一般男性 0.037、男性医師 0.034
と、特に男性医師が一般男性の平均値より高い
値を示してはいないのに対して、女性の場合
は、2000年で一般女性 0.014、女性医師 0.019、
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2002年で一般女性 0.014、女性医師 0.024と、
女性医師の自殺率が一般女性より高い値を示し
ている。しかし、この高い値も、2006年には
一般女性の平均値 0.014を下回る 0.010まで減
少し、また、男性医師との比較では低い値を示
すなど、自殺率からは女性医師のストレスに関
する特徴的な傾向は確認できない（表 10）。先
行論文としては、医師のストレスについて、豊
田、望月、高田（2007）［27］や栗原（2007）［28］、
井奈波、黒川、井上（2007）［29］、Umehara 
et al.（2007）［30］、Sakata et al.（2008）［31］
による研究があるが、いずれの研究でも明確
な男女差は確認されていない。その一方で、
Hayasaka et al.（2007）は、女子医師の 46.1％
が心理的ストレスを抱え、年齢、婚姻、医療機
関別、地位、労働時間、当直回数が健康度と関
係しており、特に年齢が若く、離婚経験があり、
夜勤回数が多い女性医師と抑うつ度との関係が
高いとしている［32］。また、2007年の全国保
険医団体連合会による医師・歯科医師の調査で
は、回答者の 27.3％が「うつ状態」と回答した
とする報告もある［33］。
　これらストレス対策としては、夫、家族、第
三者によるサポートが重要で（塩入他，2009）
［34］、諸外国の中でも、特にアメリカ、イギリ
ス、カナダで医師のストレス対策への取り組み
が進んでおり、日本においても医師のウェル・
ビーイングの必要性が求められている（和田，
2010）［35］。吉田（2007）は、佐賀県内の女性

医師を対象とした調査から、40歳代の多くの
女性医師が管理業務の負担が原因で体調不良を
感じているとし、女性医師のストレスは出産
や育児だけではなく［36］、また、孤立しがち
な、僻地に勤務する女性医師の職務達成感は、
夫の職務達成感と相関し、困り事の相談者は、
夫、および同じ大学の卒業生が最も多く、共に
45.8％で（大木他，2006）［37］、メンターとし
て、夫の役割の重要性が指摘されている。また、
女性医師は希望の勤務形態で働いている場合に
は、フルタイム、短縮時間勤務に係らず、仕事
での役割の質が良いほどバーンアウトが少な
く、家庭内での役割も充実しており、満足度が
高いとの報告もある（児玉他，2006）［38］。

3. 1. 4　女性医師の賃金

　賃金構造基本統計調査（厚生労働省，2010）
によれば、わが国の大学・大学院卒の全女性の
平均所定内給与額が 274.7千円であるのに対し
て、女性医師は 646.6千円で、一般女性の 2.4
倍と高い水準にある。しかし、男性医師の所定
内給与額の平均 828.9千円と比較すると、0.78
倍と逆に低くなり、医師にも賃金水準の男女格
差がある。但し、25-29歳と 35-39歳で、女性
医師の賃金は男性医師より一時的に若干高くな
り、また、35-39歳から 40-44歳で男性医師の
給与は、781.6千円から 943.5と 1.2倍に上昇
し続けているが、女性医師では 850.8千円から
656.5千円と 0.8倍と大きく減少する。（表 11・
図２）。
　女性医師の職位は、野村（2011）による大学
病院における調査で、役職がない男性医師が
77％であるのに対して、女性医師は 82％と５
ポイント高く、一方で講師以上の役職は、男性
医師が 17％（講師 6％、准教授６％、教授５％）
であるのに対して、女性医師は 11％（講師６％、
准教授３％、教授２％）と、逆に６ポイント低
くなっている。また、一般病院を対象とした

2000年 2002年 2006年
男性一般 0.037 0.037 0.037

女性一般 0.014 0.014 0.014

男性医師 0.030 0.034 0.037

女性医師 0.019 0.024 0.010

表 10　女性医師の自殺率：
　  　　一般・男性医師との比較（単位：%）

出所： 警察庁生活安全局地域課、厚生労働省「医師・歯科医師・
薬剤師調査」

25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45-49歳 50-54歳 55-59歳 60-64歳 65-69歳 総数
男性医師 414.8 577.9 781.6 943.5 1243.4 1375.7 1163.7 1256.6 1294.8 828.9

女性医師 446.9 520.1 850.8 656.5 963.0 1149.0 835.4 1085.3 795.8 646.6

表 11　医師の賃金：所定内給与額の男女間の比較（単位：千円）

出所：平成 22年厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
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同じく野村（2011）の調査においても、役職が
ない男性医師 60％に対して、女性医師は 66％
で、女性医師は６ポイント高く、その逆に、部
長と院長では男性医師 27％（部長 18％、院長
９％）、女性医師 13％（部長９％、院長４％）
と、女性医師は 14ポイント低い。このように
女性医師の職位は、男性医師に比べ勤務場所に
関わらず低い傾向にあり、特に一般病院の院長、
大学病院の教授といった組織のトップに就任す
る割合は、教授で男性医師 5％に対して女性医
師２％、院長で男性医師９％に対して女性医師

４％と、男性医師の半分以下と著しく低い結果
となっている（表 12・13）。

3. 1. 5　女性医師の結婚・出産・育児

　日本の女性医師の結婚を産婦人科医の調査
（産婦人科学会，2010）［39］でみると、その約
３割に結婚経験がなく、同じ世代の一般女性の
未経験率 10.9％より高い割合となっている。ま
た、既婚の女性医師うち、63.9％の配偶者が男
性医師で、女性医師は医師と結婚する確率が高

図 2 医師の賃金世代別推移グラフ：所定内給与額（男・女別：単位：千円）  

 
出所：平成 22 年厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 図２　医師の賃金世代別推移グラフ：所定内給与額（男・女別：単位：千円）

出所：平成 22 年厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

役職なし 医局長 診療科長 講師 准教授 教授
男性医師 77 2 4 6 6 5

女性医師 82 6 2 6 3 2

出所：野村恭子「医師不足時代の女性医師就労支援に向けた疫学研究」（2011）

表 12　大学病院における医師の職位割合：男女間の比較（単位：％）

役職なし 医局長 診療科長 部長 院長
男性医師 60 8 5 18 9

女性医師 66 14 7 9 4

出所：野村恭子「医師不足時代の女性医師就労支援に向けた疫学研究」（2011）

表 13　一般病院における医師の職位割合：男女間の比較（単位：％）
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い。しかし、一方で男性医師の配偶者が女性医
師である割合は 15.1％と、女性医師の場合と比
較して高くなく、女性医師がパートナーとして
男性医師を選ぶ傾向の理由については定かでは
ない。（表 14）。
　この産婦人科の女性医師の結婚、出産、育児
に関する統計データの解釈は、いくつかの先行
論文によって確認することができる。日本の女
性医師は、いずれの調査でも一般女性に比べ未
婚率が高く、宮川他（2006）は、平均年齢 46
±14.1歳時点において、その２割で結婚経験が
無かったとし［40］、また、結婚についても小
児科で医師同士のカップルが多くなっていた
（上原，2005）［41］。また、出産については、
どちらからといえば、女性医師は、男性医師よ
り子供の数が少ない傾向にあり、日本産婦人科
学会の調査（2010）では、34％の女性医師がキャ
リア形成のために上司から出産の先送りを言わ
れた経験があるとしている［39］。
　このような結婚生活の中で、日本の女性医師
は、出産と育児を機に、勤務形態を見直し（山崎、
工藤、福寿，2010）［42］、さらに、子どもの数
が増加するほど、常勤での病院勤務から、当直
の少ない診療所勤務や非常勤、パート勤務へと
シフトせざるを得ない状況にある（日本産婦人
科学会，2007）［43］。すなわち、子どもがいる
女性医師の 44％が当直をしておらず（法井他，
2007）［44］、加えて女性医師本人の意識に「３
歳までは母親がそばにいて育てた方がよい」と
する、いわゆる「３歳児神話」の意識を女性医
師の４割が持つなど（上田他，2006）［45］、女
性医師の結婚、出産、育児、家事には複雑な要
因が絡み合って単純ではないことがわかる。
　このような育児、家事の最大の協力者である
はずの夫の貢献度は、残念ながら２割に満たな
い状態（丹羽，2003）［46］では、必然的に家

事の援助者の６割を親頼りとならざるを得ない
（板井他，2008）［47］。また、一旦、子どもが
病気となると、その保育者は 78％が女性医師
自身であり（法井他，2007）、［44］、親の援助
にも限界があることが窺える。
　こうした状況から女性医師のほとんどが、
妊娠後も就業継続を当然と考え（佐々木他，
2011）［48］ながらも、離職者の半数が、その
理由として、家事、育児を理由にあげており（堀，
2008）［49］、ワーク・ライフ・バランスは、女
性医師個人の問題から、男女を問わず全ての医
師を対象とした医療政策として取り組まなけれ
ばならない問題となっている。
　このワーク・ライフ・バランスの支援策とし
て、具体的には「託児所、保育園等の整備の拡
大」、「出産、育児休業取得者の復職支援」、「男
性の家事、育児への参加」の３つを特に求める
声が高く（法井他，2007）［44］、また、女性医
師は、医師同士の結婚が多いことから、男性医
師の職務軽減も含めた複数担当主治医制や勤務
時間のシフト制の導入など（河野，2009）［50］、
男女に関係なく医師全体の職場環境を整える経
営者、上司や同僚、配偶者と家族、女性医師
自身の意識の転換が求められている（山崎他，
2007）［2］。

3. 2　海外における現状

3. 2. 1　海外でも重要な政策課題

　このような日本の現状に対して、女性医師数
が高い割合で先行するイギリス、アメリカ、カ
ナダ、オーストラリアの主要国において、その
増加の歴史は、その段階ごとで医療政策に大き
な影響を与えてきた（McKinstry, 2008）［51］。
イギリスにおいては、1990年以降、医学部卒

結婚経験がない割合（平均年齢） 配偶者が医師である割合 子供がいない割合
男性一般 18.1％（44.0歳） － －
女性一般 10.9％（39.0歳） － （27％＊１）
男性医師 6.2％（53.9歳） 15.1％ 10.5％
女性医師 32 ％（42.5歳） 63.9％ 35.4％

表 14　医師の結婚と出産状況：産婦人科医のケース・一般男女と医師男女との比較

出所：日本産婦人科学会「次世代を担う男女産婦人科医師キャリアサポート委員会調査結果報告書」（2010，12）
　　　厚生労働省「平成１７年、出生コホート別にみた年齢別累積初婚率（人口千対）
＊１　厚生労働省「2011年出生に関する調査：40歳時点で出産経験がない女性割合」
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業生のうち女性の占める割合は 50％を超え、
2005年現在、61％が女子学生であり、今後は
この水準を維持するだろうとしている（Allen, 
2005）［52］。しかし、現在でもイギリスの医
学部における女性教授の割合は 11％と少なく
（Dacre, 2008）［53］、これまでもジェンダーに
よる女性医師の職場の不平等の解消が幾度とな
く求められてきた（Heath, 2004）［54］。最近では、
カナダにおいて、女性医師の増加が医療サービ
スに与える影響について論議が活発化し、今で
は、この問題を男・女の供給配分のあり方を議
論することから、女性医師の増加は、性差医療
を含めた社会的にプラスな傾向をもたらすもの
としたうえで、男女を問わず、全ての医師のワー
ク・ライフ・バランスを考慮した良好な労働環
境が維持できることを目指す医療政策への転換
が図られ、（Carol et al., 2008）［55］、同様の宣
言はイギリス医師会でも行われている（Hitchen, 
2007）［56］。また、国際的な医学界に大きな影
響力を持つアメリカにおいても、1980年代か
ら Bowman et al.によって、女性医師に関する
研究が盛んに行われてきた［57］。その取組み
の契機にとなったのが 1970年代の Affirmative 
action plan（差別撤廃措置）による政治面での
フェミニズム活動と言われており、1970年か
ら 1974年のわずかな期間に女性の医学部入学
志願者数が３倍になるなど［58］、影響は大き
かった。しかし、その実態の裏には、当時の受
け入れ側である大学医学部に依然として残る男
性社会の中で、入学した女子学生が様々な差別
を受けた苦い経験があった。その後、その困難
を克服した女性医師が医学界で活躍するのと呼
応して徐々に改善が進み、1993年までにアメ
リカとカナダにある 140の医学部の半数で女性
の教育やキャリアをサポートするプログラムや
委員会が設置されなど、その労働環境の変化が
さらに女性医師の増加を促進されることとなっ
た［58］。このような女性医師差別の長く険し
い障害を乗り越えてきた経験から、欧米社会で
は、女性医師の増加は、それまでの育児や家事
は女性である配偶者に任せ、医師として人生の
全てを医師の職務に捧げて働く男性医師に都合
がよかったロール・モデルだけが、男女平等が
進んだ今日において、必ずしも、自身のキャリ
アや生活の満足につながっているのかという自
問を男性医師らに投げかける機会を与えたと言

われる（Williams, 1999）［59］。さらに、今日
のアメリカでは、ヒスパニックの半数と、アジ
ア人のほとんどの女性医師は、アメリカ国外
での出生で、女性医師の間にも人種と国籍の
問題が新たに発生するなど（Corbie, Frank and 
Nickens, 2000）［60］、主要国での女性医師増加
に対応する政策は、多角的で広範囲な社会的政
策の視点を加えた総合的なものとなっている。

3. 2. 2　�共通点の多い女性医師のキャリ
ア・デザイン

　日本でみられる女性医師の専門選択の特徴
は、海外においても似たような傾向が確認で
きる。イギリスでは、女性医師が、プライマ
リ・ケアや精神科のような family friendlyな診
療科を選ぶ傾向があるとし（McKinstry, 2008）
［51］、また、アメリカのメディカル・スクール
でも、女性医師はプライマリ・ケアを選択する
傾向があると報告されている（Arcidiacono and 
Nicholson, 2005）［61］。しかし、この両国の報
告をもって、直ちに海外の女性医師も、日本の
事情のように働き方の自己裁量の幅が広く、収
入の多いことを見込んで家庭医を選択している
と単純には同一視はできない。なぜなら、それ
らの国々の家庭医とその他の診療科別の勤務時
間の自由度の幅は、国の制度によって異なり、
また比較の前提として家庭医の定義が必要で
ある（Schwartz, 1990）［62］。米国医科大学協
会（AAMC, 2006）の調査では、アメリカでの
家庭医は時間的自由度が低いとされているにも
かかわらず、女性医師は、家庭医、内科医、産
婦人科医、小児科医を選ぶ割合が低くないとさ
れ、これはアメリカの女性医師が、必ずしも日
本のように勤務時間の自由さを理由に家庭医を
選択していないひとつの根拠となる。このよう
に、女性医師の勤務場所や専門の選択は、国の
制度の違いに影響され、比較には注意を要する
が、全体傾向としては、特に若手女性医師ほど、
小児科、精神科、緩和医療、家庭医など、どち
らかといえば対人コミュニケーション能力が重
要とされる専門を選ぶ傾向にあり（Gray, Finlay 
and Black,2005）［63］、これは日本の傾向と共
通点が少なくない。
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3. 2. 3　多様化が進む女性医師の勤務形態

　女性医師の勤務形態の選択にも、各国の社会
や医療制度の違いが影響している。瀧野（2010）
は、北欧では育児と介護を社会制度に組み込む
ことで、また、東南アジアの女性医師は、社会
的経済的優位性をもって自前でメイドを雇用
することで家事の完全外注化を行っているのに
比べ、日本の女性医師は、出産、育児、仕事
を完璧にこなす良妻賢母型のプロトタイプの刷
り込みが、女性医師の負担感を増加させている
のではないかとの指摘がある［64］。また、加
藤他（2010）も、ベトナムと日本の大学病院に
勤務する女性医師を対象に比較調査を行い、医
師としてのキャリアの満足度は日本の女性医師
の方が高いが、個人の生活とバランスの満足度
はベトナムの女性医師の方が高い傾向にあった
としている［65］。また、イギリスにおいても、
女性医師は、子育てなどの期間中はパートタ
イムで働くことを選ぶ傾向があり（McKinstry, 
2008）［51］、アメリカでも、女性医師の休職、
パートタイム勤務の割合は男性医師より高く、
その理由として育児目的が最も多く、それに
よって収入も男性医師より低くなっているとし
ている（Josefson, 2000）［66］。Mayer, Blair, and 
Files（2006）は、調査したアメリカの女性医
師の 58％がフルタイムで働いているが、うち
41％の女性医師が勤務時間を減らしたいとして
いた［67］。

3. 2. 4　ストレスに悩む女性医師

　McMurray et al.（2000）によるアメリカ家庭
医を対象とした調査によれば、女性医師は、男
性医師よりも専門性や患者、同僚との関係に満
足度が高いが、自律性や地域との関連性、報
酬、仕事上の資源には満足度が低いとし、特に
裁量権の広さは、バーンアウトと深く関係し、
小さな子供がいることや、同僚や配偶者による
サポートがバーンアウトの軽減に繋がっている
としている［68］。Pompili et al.（2004）は、ア
メリカにおける女性医師の自殺率は一般女性の
４倍であり、それは家庭と仕事との間の葛藤が
強いストレスを発生させているため述べている
［69］。また、Gautam（2001）は、女性医師が
日常のストレスを解消する方法に触れ、その中

で、職場から家庭へとストレスを持ち込むスピ
ル・オーバーへの対応を示し［70］、ストレス
対策には、柔軟な研修体制（Davies and Eaton, 
2002）［71］ と 勤 務 形 態（Kmietowicz, 2001）
［72］、そして、育児休暇制度の促進（Phillips, 

Richardson and Stemart, 2000）［73］が重要であ
るとしている。

3. 2. 5　�男女間格差は残るが、改善も進む
賃金

　日本の女性医師は、男性医師に比べ、賃金、
職位ともに有意に低い格差が認められるが（荒
木他，2002）［74］（野原他，2002）［75］、海外
では、この問題への関心は高く、比較的多くの
調査、研究がなされている。イギリスでは、上
級医師であるコンサルタントの女性医師が占め
る割合は、1983年の 12％から 2004年までの約
20年間で 25％と 2倍に増え、急速に女性医師
の地位は上昇している（Allen, 2005）［52］。ま
た、賃金水準においても、常勤医師の勤続形態
が同じ場合には、性差で有意な賃金の差は確認
されず、賃金格差の理由は、性差というよりは、
女性医師が常勤医として働き続けられない勤務
形態に大きく影響している可能性が高いとして
い る（Taylor, Trevor and Goldacre, 2009）［76］。
しかし、その背景には、いわゆる「ガラスの
天井（glass ceiling）」と揶揄される伝統的な差
別意識が未だに存在し（McManus and Sproston, 
2000）［77］、女性医師は男性医師に比べ地位が
低いから収入が低いのは当然であるとする理屈
がまかりとおることなく、社会制度として女性
であることで我慢の選択を強いることがない
ようにしなければならないとしている（Fabre, 
2005）［78］。アメリカにおいても、日本と同様
に女性医師は高度な専門職として、一般的な
女性よりも高い収入を得ているものの（BMA, 
2009）［79］、男性医師より女性医師は収入が
低く、具体的な金額では、年収差で 22,000ド
ル（McMurray, 2000）［68］とも、63,000 ドル
（Josefson, 2000）［66］とも報告されている。し
かし、この男性医師の収入を 100とした女性医
師の収入格差は、2000年の 89.4から 2004年に
は 93.5と、４年間で４ポイント改善され、男
女間賃金格差の幅は徐々にではあるが縮小傾向
にある（Wright et al., 2007）［80］。カナダにお
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いても、同じように女性医師は男性医師より収
入が全ての世代で低く、その差は平均して少な
くとも 50,000ドルで、特に 40歳代において、
また、専門医ほど格差が大きい（Buske, 2003）
［81］とされている。

3. 2. 6　重要とされるパートナーとの関係

　女性医師の結婚、育児、家事に関する、調
査、研究は、海外においても、これまでいくつ
かの研究なされてきた。Dobson（2005）［82］
の調査によれば、アメリカにおける女性医師の
既婚率は 80％で、男性医師の 89％より９ポイ
ント低く、別の調査でも、既婚率は 76％に留
まっている（Anita,Janis and Files, 2006）［67］。
そして、アメリカでは既婚女性医師の 40％の
配偶者が医師で（Dobson, 2005）［82］、カナダ
でも、既婚医師全体の 16％が医師同士の結婚
であり、若い世代では 20％の高い割合となっ
ている（Woodward, 2005）［83］。そして、男性
医師を配偶者にもつ女性医師は、パートナーが
専業主婦の割合が高い男性医師よりも、妻と
して親として子どもの世話や料理に費やす負
担が多くなっており（Bickel and Lawson, 2001）
［84］、この傾向は、アメリカでも既婚女性医
師の 93％がワーク・ファミリー・コンフリク
トを感じていると報告されている（Anita, Janis 
and Files, 2006）［67］。この結果として、女性
医師の子供や、他の家族との関係を理由とする
休職は、男性医師のその休職理由を有意に上回
り（Bickel and Lawson, 2001）［84］、収入面で
も、結婚、または子供のいない同じ世代の女性
医師より、結婚によってマイナス 11％、子供
がいることでマイナス 14％収入が低くなって
いる（Dobson, 2005）［82］。カナダにおいても
増加する女性医師に対応した、託児施設、柔軟
な勤務時間、ジョブ・シェアリングを一層充実
し、仕事と家庭を両立できる環境を女性医師は
求めている（Mobilos and Chan, 2008）［85］。

４．まとめ　－研究上の視点－

　2008年時点、日本の女性医師の割合は全医
師の 18.1％で、国際的にはその割合が最も低い
国のひとつであるが（OECD, 2009）［86］、近

年の急激な割合の増加から生じる課題からすれ
ば、その対策は急務であり、その課題の内容が
本レビューで確認できた。また、この課題への
対処には、カナダやイギリスの政策でみられ
るような、女性医師増加をメリットの多いポジ
ティブな傾向として捉えることの重要性がわ
かった。すなわち、「女性医師が働きやすい病
院をつくることが、結果として男性医師にとっ
ても働きやすく、医療の質を高めることにつな
がる」（清野，2010）［87］という戦略的な視点
に基づくワーク・ライフ・バランス改善の支援
策が、医師不足の理由のひとつとされる女性勤
務医の早期開業離職の抑制と復職を促進させ、
結果として勤務医不足の是正に繋がる可能性を
見出せたと考える。とりわけ早期開業による離
職は、特に地方での医師不足や勤務医の過酷な
労働環境改善の新たな受け皿として押し付けら
れることを女性勤務医が合理的に回避した結果
とも解釈でき、今後、その理由を深く分析する
ことが、病院女性勤務医の結婚・出産・育児な
どのワーク・ライフ・バランス（藤本，2010）［88］
改善の効果的な支援制度の提言の足がかりにな
るのではないかと考える。（瀧野，2010）［89］。
　一方で、この問題を政策的に捉えたとき、あ
るべき姿と現実との間には、相当のギャップが
存在し、その是正は容易でないことも理解でき
た。例えば、多くの女性医師が、出産や育児な
ど家庭の事情により離職を余儀なくされてい
る現状（吉田，2009）［90］や、女性医師が男
性医師よりも労働環境の劣る病院から診療所
へ早期に開業転出（川村，2008）［91］の抑制
は、女性医師の就労支援策に留まらず、日本の
医療供給システム全体と深く関連し、複眼的な
視座で問題解決に当らねばならない。また、女
性医師が出産や育児によって生涯での労働率力
が男性医師より低くならざるを得ないことを医
療界全体が当然のこととして受入れ、それを踏
まえたデータによって病院勤務医数の増加を計
画的に図るには（長谷川，2006）［92］、相当の
年月が必要となる。さらに、一部医療機関の現
場でみられる、一過性の女性医師優遇策によっ
て、新たな負担を強いられた男性医師と女性
医師の間で性差対立を増加させてしまう（津
田，2010）［93］ことなどは、男性医師の意識
改革も含め、日本社会全体における働き方の見
直しと同時平行して進める必要がある。（志賀，
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2011）［94］。
　このように要因が複雑に絡みあい、その解決
には長く険しい道程が予測されるにもかかわら
ず、すでにその克服に果敢にチャレンジし、成
果をあげている病院があることに着目したい。
そして、政策研究としては、その実践する病院
の中にわが国のこの課題に対する具体的な施
策のモデルが内在し、それを掘り起こし、一
般化する作業が求められていると考える（清
野 ,2010）［87］。

５．今後の研究

　1849年、世界初の女性医師エリザベス・ブ
ラックウェル（Baker, 2002）［95］がアメリカ
で誕生してから 160年以上、また、1885年に
日本初の女性医師荻野吟子が医術開業試験に合
格して 120年以上を経た今日、これまで医師は
男性、看護師は女性という前提にあった医療界
において、男性中心の経営、上司と同僚の関係、
配偶者と家族の役割、そして医師としての生き
方に、医療サービスの供給サイドとして大きな
転換期が到来していることは間違いない。さら
に、医療ニーズの高まりは、性差医療という女
性特有の疾病や悩みに十分に配慮した医療サー
ビスが求められており、例えば女性外来の設置
のように女性医師が活躍する場はその広がりを
みせ、患者側、すなわち受容サイドからも従来
の女性医師への見方に変化が生じている。この
質、量ともに拡大をみせる女性医師への期待に
対して、これまで女性医師の職能集団である日
本女医会を中心に多くの研究成果を得てきたも
のの、政策的研究としては必ずしも十分とは言
えない。今後は、本レビューで確認できた女性
医師の現状を踏まえ、先行する諸外国の政策事
例を参考としつつ、医師不足の解消につながる
女性勤務医のワーク・ライフ・バランス改善の
支援策を、早期開業離職の理由に着目して明ら
かにし、医療政策の提言につなげたいと考える。
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